
 
 

議案第７号  
 
 

教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則に係る 
臨時代理の報告及び承認について 

 
 
（提案理由） 
   熊本県教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則第３条第２項の規定によ

り、別紙のとおり報告し、承認を求める必要があるため。 

 
 
 
 
参考：関係法令条項 

 
 
● 熊本県教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則（平成２０年熊本県教育委員会規則第６号） 
   

（臨時代理） 

第３条 教育長は、前条第１項の規定にかかわらず、同条各号に掲げる事務について、教育委員会に付議す

る暇がないと認めるときは、臨時に代理することができる。 

２  教育長は、前項の規定により臨時に代理をしたときは、次の教育委員会に報告し承認を求めなければ

ならない。 
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「教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則」について 

学校人事課 

 

１ 改正の必要性 

 「教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律」が令和４年５月１８

日に公布、令和４年７月１日に施行されたことに伴い、「教育職員免許状に関する規則 

」の一部を改正する必要がある。 

 

２ 改正の内容 

 教育職員免許法の一部改正に伴い、施行日（令和４年７月１日）以降、教員免許更新制

が解消されることとなった。このため、教員免許の申請等手続きを定めた「教育職員免許

状に関する規則」の更新制に関する部分の削除及び、条項ずれの規定の整理等を行う。 

  

３ 教育長の臨時代理を行った理由 

令和４年７月１日から教員免許更新制が解消されるにあたり、６月末までに関係規則の

整備を行う必要があったが、「教育職員免許法施行規則等の一部を改正する等の省令」が

令和４年６月２１日に公布され、６月定例教育委員会へ付議する暇がなかったため、令和

４年６月２７日、教育長の臨時代理により規則改正を行った。 

 

 

（参考） 

 

 【改正前】教員免許更新制について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改正後】教員免許更新制の発展的解消について 

 中央教育審議会で、必要な教師数の確保とその資質能力の確保が両立できるよう抜

本的な検討が行われ、令和３年８月２３日に中央教育審議会の特別部会から「発展的

に解消する」との審議まとめ案が提示され、令和４年５月１１日に免許法の一部を改

正する法律が通常国会で可決されたことにより、教員免許更新制が解消されることと

なった。 

教員免許法に基づき平成２１年４月１日

に施行された制度。 

 教員免許状に１０年間の有効期限を付

し、１０年ごとに３０時間以上の免許状更

新講習を受講させ、最新の知識技能の保持

を図るもの。 

 更新講習を受講・修了後、免許管理者（県

教委）修了確認申請を行う必要がある。 
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規則の概要 

 

１ 規則の名称 

  教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則 

   

２ 改正の必要性 

教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律（令和４年法律

第４０号）の施行により、教員免許更新制が解消されることに伴い、関係規定

を整備する必要がある。 

 

３ 内容 

(１) 有効期間を超過し失効した免許状に係る授与出願等について、免許状更
新講習に関する提出書類等を定めた規定の削除を行う。 

   ア 大学等における単位修得等による授与出願（第１３条関係） 

   イ 教育職員検定による出願（第１６条関係） 

   ウ 教員資格認定試験による出願（第２６条の２関係） 

（２）免許更新、有効期間の延期、更新講習免除に係る提出書類等を定めた別

表２の削除を行う。なお、以下の手続については、所有する免許状の確認

が必要なため、当該書類を提出書類として残すこととする。 

   ア 特別支援学校教諭の普通免許状授与出願（第１４条関係） 

   イ 特別支援学校自立教科教諭の普通免許状授与出願（第１５条関係） 

   ウ 教育職員検定による出願（第１７条―第１９条関係、第２２条関係、

第２４条関係） 

   エ 平成元年３月３１日までに授与された免許状の授与出願（第２６条

関係） 

オ 特別支援教育における新教育領域追加の出願（第２６条の３関係） 

(３) 教育職員免許法の条項ずれに伴う規定の整理を行う。（第２４条関係、

第２６条の２関係） 

(４） この規則は、令和４年７月１日から施行する。 
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熊本県教育委員会規則第４号 

教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則 

教育職員免許状に関する規則（昭和３０年熊本県教育委員会規則第２号）の一部を次の

ように改正する。 

第１３条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

第１４条中「必要とする免許状に係る別表２に定める書類」を「所有する免許状の写」

に改める。 

第１５条第２号中「免許状に係る別表２に定める書類」を「所有する免許状の写」に改

める。 

第１６条第２項を削る。 

第１７条第２号、第１８条第１号、第１９条第２号及び第２２条第１項第１号中「免許

状に係る別表２に定める書類」を「所有する免許状の写」に改める。 

第２４条の見出し中「第１８項」を「第１７項」に、「第１９項」を「第１８項」に改

め、同条中「第１８項」を「第１７項」に、「第１９項」を「第１８項」に改め、同条第

２号中「免許状に係る別表２に定める書類」を「所有する免許状の写」に改める。 

第２６条第２号中「免許状に係る別表２に定める書類」を「所有する免許状の写」に改

める。 

第２６条の２第１項中「第１６条の２第１項」を「第１６条第１項」に改め、同条第２

項を削る。 

第２６条の３第１項第４号中「その免許状に係る別表２に定める書類（免許状の写を除

く。）」を「所有する免許状の写」に改める。 

別表２を削る。 

別記第４号様式を次のように改める。 
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5
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附 則 

この規則は、令和４年７月１日から施行する。 
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（旧） 

別記第４号様式 

履 歴 書 

本 籍 地（都道府県のみ）  

現 住 所  
フ リ ガ ナ   

   年  月  日生 氏   名  

1 学 歴 
年 月 日  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

学校 学部 学科 根拠規定  基礎資格 学校① 学校② 学校③  

                                 

2 免許・資格（教員免許状取得に関する資格に限る。） 
年 

 
月 日  有効期間がある 

場合の年月日  

    
 
  年 月 日    
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（新） 

別記第4号様式(第13条関係) 

履 歴 書 

本 籍 地(都道府県のみ)   

現 住 所   

フリガナ   

年  月  日生    氏 名   

  1 学 歴 

年  月 日   

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

学校 学部 学科 根拠規定 基礎資格 学校① 学校② 学校③   

                                    

  2 免許・資格(教員免許状取得に関する資格に限る。) 

  年 月 日     
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（旧） 

3 職 歴 
年 

 

月 

 

日 

 
 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

4 身上に関する事項及び賞罰等 

 
 

上記のとおり相違ありません 
 

                

                  年  月   日 

                   

                 氏 名                 

記載注意 

  １ 太線枠内は記入しないこと。 

  ２ 現住所は番地まで記入し、年月日には年号を付し、数字は算用数字を用いること。 

  ３ 「２免許・資格」以下については、該当する事項がない場合はその旨記入すること。 

  ４ 学歴は、中学校入学から記入し、休学、退学についても記入すること。また、高等学校、 

   旧専門学校、大学等には、科、学科、学部名を記入すること。 

５ 職歴には、従事した順にすべて記入し、休職、復職、産前産後休暇、育児休業、傷病休暇、 

 退職についても記入すること。賃金、給与等は記入しなくてもよい。 

６ 教員免許状は、所有するもの（旧免許状も含む。）すべてについて記入し、教科、授与権者 

 名も記入すること。   
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（新） 

 

  3 職 歴 

年 月 日   

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

  4 身上に関する事項及び賞罰等 

  上記のとおり相違ありません。 

 

 

年  月   日              

 

氏 名                  

注 1 太線枠内は記入しないこと。 

  2 現住所は番地まで記入し、年月日には年号を付し、数字は算用数字を用いること。 

  3 「2 免許・資格」以下については、該当する事項がない場合はその旨記入すること。 

  4 学歴は、中学校入学から記入し、休学及び退学についても記入すること。また、高等学校、旧

専門学校、大学等には、科、学科及び学部名を記入すること。 

  5 職歴には、従事した順に全て記入し、休職、復職、産前産後休暇、育児休業、傷病休暇及び退

職についても記入すること。賃金、給与等は記入しなくてもよい。 

  6 教員免許状は、所有するもの(旧免許状も含む。)全てについて記入し、教科及び授与権者名も

記入すること。 
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教育職員免許状に関する規則(昭和30年熊本県教育委員会規則第2号)新旧対照表 

旧 新 

第6章 免許状の出願 第6章 免許状の出願 

(免許法別表第1、第2、第2の2及び免許法附則第8項による授与出

願) 

第13条 (略) 

(免許法別表第1、第2、第2の2及び免許法附則第8項による授与出

願) 

第13条 (略) 

2 免許法第5条第2項の規定により免許状の授与を願い出る者は、前項

の規定による書類のほか免許状更新講習修了又は履修証明書及び有効期

間が満了した免許状を有する場合はその免許状を添えて提出しなければ

ならない。 

(削る) 

3 (略) 2 (略) 

第14条 免許法別表第1の表における特別支援学校の教諭の普通免許状

を受けようとする者は、前条の規定による書類のほか、必要とする免許

状に係る別表2に定める書類を提出しなければならない。 

第14条 免許法別表第1の表における特別支援学校の教諭の普通免許状

を受けようとする者は、前条の規定による書類のほか、所有する免許状

の写を提出しなければならない。 

(自立教科免許状授与出願) 

第15条 免許法施行規則第64条第1項の表及び16年改正省令附則第2

条の規定により特別支援学校自立教科教諭の普通免許状の授与を願い出

る者は、授与願及び履歴書のほか、受けようとする免許状とそれぞれの

所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出しなけれ

ばならない。 

(自立教科免許状授与出願) 

第15条 免許法施行規則第64条第1項の表及び16年改正省令附則第2

条の規定により特別支援学校自立教科教諭の普通免許状の授与を願い出

る者は、授与願及び履歴書のほか、受けようとする免許状とそれぞれの

所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出しなけれ

ばならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 免許状に係る別表2に定める書類 (2) 所有する免許状の写 

(3)・(4) (略) (3)・(4) (略) 

(教育職員検定全般に通ずる出願) 

第16条 (略) 

(教育職員検定全般に通ずる出願) 

第16条 (略) 

2 免許法第6条第4項の規定により免許状の授与を願い出る者は、前項 (削る) 
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の規定による書類のほか免許状更新講習修了又は履修証明書及び有効期

間が満了した免許状を有する場合はその免許状を添えて提出しなければ

ならない。 

(免許法別表第3、第5、第6、第6の2、第7、第8による出願) 

第17条 免許法別表第3、第5、第6、第6の2、第7又は第8の規定に

より免許状の授与を願い出る者は、前条の規定による書類のほか、受け

ようとする免許状とそれぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要と

するものを添えて提出しなければならない。 

(免許法別表第3、第5、第6、第6の2、第7、第8による出願) 

第17条 免許法別表第3、第5、第6、第6の2、第7又は第8の規定に

より免許状の授与を願い出る者は、前条の規定による書類のほか、受け

ようとする免許状とそれぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要と

するものを添えて提出しなければならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 免許状に係る別表2に定める書類 (2) 所有する免許状の写 

(3)～(5) (略) (3)～(5) (略) 

(免許法別表第4による出願) 

第18条 免許法別表第4の規定により免許状の授与を願い出る者は、第

16条の規定による書類のほか、次の書類を添えて提出しなければなら

ない。 

(免許法別表第4による出願) 

第18条 免許法別表第4の規定により免許状の授与を願い出る者は、第

16条の規定による書類のほか、次の書類を添えて提出しなければなら

ない。 

(1) 免許状に係る別表2に定める書類 (1) 所有する免許状の写 

(2) (略) (2) (略) 

(施行法第2条による出願) 

第19条 施行法第2条の規定により免許状の授与を願い出る者は、第16

条の規定による書類のほか受けようとする免許状とそれぞれの所要資格

に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出しなければならな

い。 

(施行法第2条による出願) 

第19条 施行法第2条の規定により免許状の授与を願い出る者は、第16

条の規定による書類のほか受けようとする免許状とそれぞれの所要資格

に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出しなければならな

い。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 免許状に係る別表2に定める書類 (2) 所有する免許状の写 

(3)～(6) (略) (3)～(6) (略) 

(自立教科免許状検定出願) (自立教科免許状検定出願) 
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第22条 免許法施行規則第64条第2項の表又は第65条の規定により自

立教科教諭の普通免許状又は自立教科助教諭の臨時免許状の授与を願い

出る者は、第16条の規定による書類のほか受けようとする免許状とそ

れぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出

しなければならない。 

第22条 免許法施行規則第64条第2項の表又は第65条の規定により自

立教科教諭の普通免許状又は自立教科助教諭の臨時免許状の授与を願い

出る者は、第16条の規定による書類のほか受けようとする免許状とそ

れぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするものを添えて提出

しなければならない。 

(1) 免許状に係る別表2に定める書類又は免許に関する証明書 (1) 所有する免許状の写又は免許に関する証明書 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(免許法附則第5項、第9項、第18項又は第19項による出願) 

第24条 免許法附則第5項、第9項、第18項又は第19項の規定により

免許状の授与を願い出る者は、第16条の規定によるほか受けようとす

る免許状とそれぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするもの

を添えて提出しなければならない。 

(免許法附則第5項、第9項、第17項又は第18項による出願) 

第24条 免許法附則第5項、第9項、第17項又は第18項の規定により

免許状の授与を願い出る者は、第16条の規定によるほか受けようとす

る免許状とそれぞれの所要資格に応じ、次の書類のうち必要とするもの

を添えて提出しなければならない。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 免許状に係る別表2に定める書類 (2) 所有する免許状の写 

(3)～(5) (略) (3)～(5) (略) 

(63年改正法附則第10項による出願) 

第26条 63年改正法附則第10項の規定により小学校、中学校若しくは幼

稚園の教諭若しくは養護教諭の一種免許状又は高等学校教諭の専修免許

状の授与を願い出る者は、第16条の規定によるほか次の書類を提出す

るものとする。 

(63年改正法附則第10項による出願) 

第26条 63年改正法附則第10項の規定により小学校、中学校若しくは幼

稚園の教諭若しくは養護教諭の一種免許状又は高等学校教諭の専修免許

状の授与を願い出る者は、第16条の規定によるほか次の書類を提出す

るものとする。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 免許状に係る別表2に定める書類 (2) 所有する免許状の写 

(教員資格認定試験による出願) 

第26条の2 免許法第16条の2第1項の規定により、教員資格認定試験

合格者が普通免許状の授与を願い出る場合は、次の書類を提出するもの

(教員資格認定試験による出願) 

第26条の2 免許法第16条第1項の規定により、教員資格認定試験合格

者が普通免許状の授与を願い出る場合は、次の書類を提出するものとす
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とする。 る。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

2 免許法第16条の2第2項の規定により免許状の授与を願い出る者は、

前項の規定による書類のほか免許状更新講習修了又は履修証明書を添え

て提出しなければならない。 

(削る) 

(新教育領域追加の出願) 

第26条の3 免許法第5条の2第3項の規定に基づき免許状に新教育領域

の追加を願い出る者は、次の書類を提出しなければならない。 

(新教育領域追加の出願) 

第26条の3 免許法第5条の2第3項の規定に基づき免許状に新教育領域

の追加を願い出る者は、次の書類を提出しなければならない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 新教育領域を追加して定める免許状の原本及びその免許状に係る

別表2に定める書類(免許状の写を除く。) 

(4) 新教育領域を追加して定める免許状の原本及び所有する免許状の

写 

2・3 (略) 2・3 (略) 

 

別表2(第14条、第15条、第17条、第18条、第19条、第22条、第24

条、第26条、第26条の3関係) 

 

(削る) 

申請者区分 提出書類 

旧免許状(平成

21年3月31日

までに授与さ

れた免許状)所

持者 

免許状更新講習修了確認を

行った者 

更新講習修了確認証明書の

写 

教育職員免許法及び教育公

務員特例法の一部を改正す

る法律(平成19年法律第98

号)附則第2条第3項第3号

の確認を行った者 

教育職員免許法及び教育公

務員特例法の一部を改正す

る法律(平成19年法律第98

号)附則第2条第3項第3号

の確認証明書の写 

修了確認期限の延期を行っ

た者 

修了確認期限延期証明書の

写 

免許状更新講習免除を認め免許状更新講習免除証明書
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られた者 の写 

上記に該当しない者 免許状の写 

新免許状(平成

21年4月1日

以降に授与さ

れた免許状)所

持者 

免許状の有効期間の更新を

行った者 

有効期間更新証明書の写 

免許状の有効期間の延長を

行った者 

有効期間延長証明書の写 

上記に該当しない者 免許状の写 
 

 

別記第4号様式(第13条関係) 

 

別記第4号様式(第13条関係) 

[別紙参照] [別紙参照] 
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